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１． はじめに 

国内航空ネットワークの基幹空港である羽田空港は，増加する航空需要に対して，その空港処理能力は既

に限界に達している状況にある。このため，今後とも増大が見込まれる航空需要に対応していくため，新たに

４本目の滑走路（以下，「Ｄ滑走路」という）及び国際地区エプロン等を整備し，羽田空港の空港処理容量を大

幅に増加（年間発着能力：28.5 万回→40.7 万回）させる事業が羽田再拡張事業１）である（図－１．１）。 

Ｄ滑走路建設工事は，東京港内及び多摩川河口域という社会的及び自然的条件の極めて厳しい状況下に

おいて，２５００ｍの滑走路を新設するプロジェクトであり，その設計及び建設を４７ヶ月という極めて短期間で

実施する世界にも例を見ない困難かつ非常に高度な技術的知見が求められるプロジェクトである。 

本報告では，「Ｄ滑走路の設計の基本的考え方（その１）」として，Ｄ滑走路建設工事の契約方式（設計・施

工一括発注方式）の特徴，本契約方式に対応して作成された要求水準書の概要，要求水準書に示す代表的

な設計条件（土質条件，地震条件）及び耐震性能の基本的な考え方について述べる。なお，次回以降の報告

において，他の設計条件や発注者側で実施した各種の技術検討の結果等について引き続き報告することと

する。 

 

２． 契約方式の特徴 

（１）工法評価選定会議の提案 

Ｄ滑走路の建設工法の選定及び工事契

約方式の検討については，「羽田空港再拡

張事業工法評価選定会議」での検討結果

を踏まえて行うこととした。 

同会議では，具体的な契約手続きにつ

いて， １）建設工法については，いずれの

工法（桟橋工法，埋立・桟橋組合せ工法，

浮体工法）も，適切な設計を行うことにより

建設が可能であるが，各建設工法におけ

る留意点については，基本的に今後の契

約発注手続きの中で，その解決を求める， 

２）工費（維持管理費を含む）・工期の確実

性を担保するための契約方式として，設計

 

 

図－１．１ Ｄ滑走路建設予定位置図 

【 23 側 】 

【 05 側 】 



段階における工費・工期を施工段階及び維持管理段階においても保証させることのできるよう，設計と施工を

一体的に発注する設計・施工一括発注方式の採用が提案されている。 

 以上のことから，本事業では設計・施工一括発注方式を採用した（表－２．１）。なお，設計・施工一括発注方

式の採用にともない，入札参加者が基本設計を実施して技術提案を行うとともに，契約後には請負者が実施

設計及び施工を実施することから，原則として設計に起因するリスクは請負者が負担することになる。 

（２）公共事業コスト構造改革への対応 

 総合評価落札方式を採用し，ライフサイクルコスト

を考慮し，国として最も有利な提案で契約を結ぶた

め，総コスト（設計・施工入札価格＋30 年間の維持

管理費用）の最低のものを落札者とする落札方式と

した。また，あらゆる段階でのコスト縮減を可能とす

るため，入札前ＶＥ，落札後契約前ＶＥ及び契約後

ＶＥを導入した。 

（３）2009 年末の滑走路供用の実現 

 大規模な空港建設工事の履行期間内での安全・

確実な施工を担保するため，５工種（空港等土木工

事，港湾土木工事，港湾等しゅんせつ工事，空港等

舗装工事，港湾等鋼構造物工事）から構成される異

工種建設工事共同企業体（構成員数８～１５社 ）を

JV 構成要件（競争参加資格）として設定した。 

 

３． 要求水準書の位置づけ，基本的な考え方 

３．１ 要求水準書の位置づけ 

 要求水準書は，国（発注者）が，Ｄ滑走路等の建設における設計・施工及び工事完成引渡し後の当該施設

の維持管理に求める要求内容と，要求内容を確認するための国が標準と考える照査方法及び参照基準を示

すものである。 

 また，要求水準書は，入札手続きの段階では，入札参加者が提出する技術提案（基本設計，施工計画，維

持管理計画，環境影響検討）に対する技術要件であるとともに，提出された技術提案を国が審査する上での

技術審査基準となる。さらに，契約後は履行期間中に実施する実施設計及び施工並びに工事完成引渡し後

の維持管理業務の全般にわたって遵守すべき規定として位置づけられる。 

 

３．２ 要求水準書の基本的な考え方 

（１）性能規定 

 空港としての要件を満足しつつ，埋立･桟橋組合せ構造，桟橋構造，浮体構造という3つの構造形式の提案

を可能とするため，従来の設計方式である仕様規定は一部の項目にとどめ，性能規定の要素を多く取り入れ

ている。 

表－２．１ Ｄ滑走路建設工事契約方式の主要特徴 

性能発注 

 

性能要件（要求水準書）を示し、それを満たす設

計堤案に基づく内容を認める発注方式 

 →３工法での入札参加が可能 

設計・施工 

一括発注 

 

多様な提案を可能とすると共に、設計段階での

工費を施工段階及び維持管理段階においても担

保させるため、設計及び施工を一括して発注 

維持管理 

契約特則 

 

 

入札時の維持管理提案額を担保するため、請負

者は、完成後３０年間、国が求めた場合に、維持

管理提案額に基づく維持管理業務を行う義務を

負う。 

  



（２）空港に求められる重要な基本性能 

 要求水準書においては，空港に求められる重

要な基本性能として，以下に示す性能を定めて

いる。これらの基本性能は，Ｄ滑走路の設計，

施工，維持管理，環境影響に関して最優先され

る事項である。なお，設計供用期間は，空港と

いう重要な社会基盤を新しい構造形式で建設

することを考慮して１００年間としている。 

 以下に，空港としての使用性，構造物の安全

性及び維持管理性に係る性能要件の具体的な

内容について説明する。 

 

①空港としての使用性 

 要求水準書において，空港としての使用性に

関する性能要件として，以下を求めている。 

○各施設は，航空機が通常運航可能な気象条件下において，航空機が安全かつ効率的に離発着・移動

ができること，及び航空機の就航率について現空港と同等レベルが確保されることが基本的に必要で

ある。特に基本施設である滑走路や誘導路は，航空機の操縦安全性及び乗客の乗り心地を確保する

こと，航空灯火施設，無線施設，その他航空機の安全な運航に必要な施設が適切に配置・設置され，

かつ安定的に機能することが必要である。 

 

②構造物の安全性 

 要求水準書において，構造物の安全性に関する性能要件として，以下を求めている。 

 ○滑走路・誘導路をはじめとする対象施設は，設計供用期間中，提示条件で示した外力条件及びその他想

定される外力に対して必要な構造安全性及び耐久性を有し，その機能を発揮することが基本的に必要で

ある。特に，基盤施設については，その安全性が損なわれると，空港機能の抜本的な損傷につながるほ

か，これに伴う航空機の運航安全性ひいては社会・経済的に大きな影響を及ぼすことから，各構造部材

の強度，耐久性のほか，構造物全体の安定性が確保されていることが必要である。 

 

③構造物の維持管理性 

 要求水準書において，構造物の維持管理性に関する性能要件として，以下を求めている。 

○対象施設の維持管理については，長期間にわたる施設の安全性及び使用性を確保するために，継続的

に容易かつ確実に実施できることが基本的に必要である。特に，劣化・損傷が予測される材料を使用す

る場合には，それらの該当箇所に対する容易かつ確実なアクセスが可能であり，設計供用期間中必要か

つ適切な点検・調査・維持補修（部材の交換作業も含む）が効率的かつ短期間に実施できることが示され

る必要がある。 

表－３．１ 空港に求められる重要な基本性能 

空港としての使用性 航空機が安全に離発着でき、就航率

が現空港と同程度確保されること。 

構造物の安全性 滑走路、誘導路をはじめとする各空港

施設及びこれらを支える基盤施設の

強度及び安全性が十分に確保されて

いること。 

工事の施工性 工期内で、安全かつ確実な品質が得

られるよう施工できること。 

構造物の維持管理性 構造物として１００年間の設計供用期

間の耐久性が確保され、維持管理が

適切に行えること。 

環境への影響 施工時及び供用時において、周辺環

境に与える影響が少ないこと。 

 
 



（３）設計・施工・維持管理の一貫性 

 要求水準書では，設計，施工及び維持管理の各々の内容の一貫性を求めている。すなわち，設計段階にお

いて， 

  １）設計上想定した品質・性能が施工段階で確実に確保されるような施工計画を検討し， 

  ２）維持管理に係る点検・調査・維持補修等が継続的に容易かつ確実に実施できるような十分な配慮（基

本構造，施設配置計画，材料・仕様及び構造細目等）， 

を求めている。 

 従って，維持管理計画については，設計及び施工内容との一貫性を有した設計供用期間 100 年間を対象と

した計画が入札段階で必要とされる。また，本工事の請負者は，完成後３０年間，国が求めた場合に，入札時

の維持管理計画に対応した維持管理提案額に基づく維持管理業務を行う義務を負う契約内容となっている

（表－２．１）。 

（４）実現性の確保 

 Ｄ滑走路建設工事は，建設予定地が多摩川及び東京港第一航路に近接し，また現羽田空港の制限表面下

にあることから極めて厳しい施工条件下での工事であり，かつ履行期間も非常に短いため，要求水準書で示

す設計，施工等に係る諸要件及び要求項目は，こうした厳しい条件においても，確実に実現可能であることを

求めている。なお，施工実績等が乏しい技術や施工方法等については，事前の性能試験等による実現性の

確認を求めている。 

 

 以上，１．～３．にわたり，埋立･桟橋組合せ構造，桟橋構造，浮体構造という 3 つの構造形式の提案を可能

とする契約方式の特徴等について述べたが，実際に技術提案書を提出した特定建設工事共同企業体（ＪＶ）

は１企業体であり，本ＪＶが提案した構造は埋立・桟橋組合せ構造であった。 

 このため，埋立・桟橋組合せ構造を対象として，計画条件，地盤条件及び地震条件と耐震性能の基本的な

考え方について，以下に概要を述べる。 

 

４． 計画条件 

 滑走路の計画条件は，平面配置については図－１．１に示すとおりである。一方，滑走路の高さについては，

表－４．１に示すとおり，入札公告時に発注者が提示した標準縦断図を基本とすることが求められるが，許容

範囲内であれば設計者の判断により自由に提案・設定し，より合理的な縦断線形等を提案することが可能と

なっている。なお，計画条件の詳細については，要求水準書を参照されたい。 

 

表－４．１ 滑走路の高さに関する規定（要求水準書） 

滑走路の高さ ・滑走路標準縦断図を基本とする。 

・23 側滑走路端の高さは、供用期間中 AP+17.1ｍを下回らないこと。 

・05 側滑走路端の高さは、供用期間中 AP+15.0ｍを下回らないこと。 

・滑走路の高さは、あらゆる地点において 23 側滑走路端高さ以下、AP+13.0m以上とする。 

・勾配変化点は１箇所以内とし、その場合の勾配変化点の位置は滑走路中心部より 05側とすること。 

  



５．土質条件 

５．１ はじめに 

 D 滑走路の地盤調査については，16 本の大

深度ボーリングを実施し，滑走路予定地周辺の

地形・地層構造及び工学的な地盤特性の把握

に努めた。本報告では，発注者が本工事の入

札公告に先立ち実施した地盤調査の内容及び

結果の概要について述べる。 

 なお，以後に示す土質定数は，発注者が実施

した土質調査等をもとに，発注者が工学的知見

に基づき参考として設定したものであるが，今

回の事業では設計・施工一括発注方式の採用

にともない，設計に用いる土質条件は，設計者

（請負者）が全て設定するため，実際の設計で

用いられている土質定数と異なる場合があるの

で注意されたい。 

 

５．２ 地盤調査の概要 

（１）調査の視点及び調査概要 

１）調査の視点 

 Ｄ滑走路の予定地については，地盤工学的に見た立地条件として，次のような問題が指摘されていた。 

① 建設予定地は，多摩川の河口域にあたるので，侵食等により海底地形や埋没地形といった地形の起

伏が著しい地域である。このため，海底地盤面も含め三次元的な地層構造や工学的地盤特性の連続

性について把握する必要性がある。 

② ３次元的な地層構造の連続性の把握において，埋没地形が複雑な地域では，地層の連続性が途切れ

たり傾斜したりしていることがあり，地層を対比する指標が必要である。このため，工学的な地盤情報

のみではなく，微化石分析等の理学情報の取得が必要である。 

 

また，水深20m程度の地盤に対して，最大17m程度の高盛土による埋立地盤の造成や各種の杭式基礎構

造物（連絡誘導路橋，桟橋構造，進入灯橋梁等）を広い範囲にわたり建設する必要性があること等から，次の

ような点に注意することが求められた。 

① 工学的地盤特性の平面方向のばらつき程度の把握 

② 海底面からの埋立高さは 35m を越え，500kN/m2を越える非常に大きな上載荷重が原地盤に作用する

ことから，洪積層を含めた粘土層の圧密沈下特性や２次圧密特性の詳細把握。 

③ 埋立護岸部については，急速施工のため，外周護岸の基礎部分に位置する粘土層のせん断強度分布

及びせん断強度の増加特性の詳細把握 

 

図－５．１ ボーリング位置図 

【 23 側 】 

【 05 側 】 



④ 荷重レベルの異なる杭式基礎構造物を広い範囲にわたり建設するため，荷重レベルに応じて確実に支

持できる支持層の分布特性の詳細把握。 

⑤ 工学的基盤層が比較的深いことから，せん断波速度の深度分布の詳細把握 

 

2）土質調査の概要 

調査の視点に記載した着目点に対し，図－５．１に示す位置（調査間隔500m程度）において16本の大深度

のボーリング（A-3・A-6：調査深度=約 G.L.-205m，上記以外：調査深度=G.L.-80～100m 程度） を実施し，さら

に表－５．１に示すような試験を実施した。また海底地形を把握するための深浅測量やボーリング間の層序構

成を把握するための音波探査を実施した。 

 

５．２ 地形・地質構造の概要 

 図－５．２にＤ滑走路島の地層断面図（山側滑走路縦断方向）の断面図，図－５．３に，既設空港島～連絡

誘導路の地層断面図を示す。これらの地層断面図中に示す各地層区分名は，大磯丘陵での標準層序（南関

東の標準層序）と東京地域で使用されている地層区分を対比して設定したものである２），３）。なお，従来から東

京国際空港（羽田空港）では，設計の観点から工学的な判断に基づいて，AP-35m 付近まで堆積する軟弱層

を A 層，AP-35m よりも深い層を D層とし，さらに A 層，D層それぞれの地層を構成する地層毎に連続した番

号を付け整理を行っている４）。表－５．２に東京港地区における従来の研究成果とD滑走路で確認された地層

の関連性を示す。 

 建設予定地周辺の AP-100m 以浅の地層から，当該地層は，有楽町層，七号地層，新期段丘堆積層，東京

層，江戸川層及び上総層群から構成されており，各層の特徴は表－５．３に示すとおりである。 

 海底面（有楽町層の上面）については，現在空港側から D 滑走路側に水平かつ連続的に分布しており，有

楽町層を海底面とする範囲では，水深 20m 程度の水深となっている。但し，現空港側から絡誘導路橋及び滑

走路建設予定地の中央部分に向かって，有楽町層の上部に覆砂等が堆積しており，その範囲においては，

水深が 12～20m 程度（深浅測量結果）となっている。覆砂層は，現空港から沖側に離れるにしたがい徐々に

薄くなっている。

表－５．１ 主な試験項目 

物理特性 力学特性 
現位置 

試験 

地層対比の 

ための調査 

土粒子の密度試験 

含水比試験 

コンシステンシー 

粒度試験 

湿潤密度試験 

一軸圧縮試験 

簡易Cu試験 

三軸UU試験 

三軸CUＮＢａｒ 

三軸ＣＤ試験 

Ｋｏ圧密試験 

標準圧密試験 

定ひずみ圧密 

長期圧密試験 

中空ねじりせん断 

液状化強度試験 

孔内水平載荷 

間隙水圧試験 

ＰＳ検層 

密度検層 

孔径検層 

花粉分析 

定性鉱物分析 

鉱物屈折率測定 

（火山灰対比） 

ＡＭＳ年代測定 

古地磁気測定 

ナンノプランクトン 

 

 



５．３ 工学的な地盤特性 

（１）地盤全体の特性 

  図―５．４～図－５．８に物理特性，力学特性等の調査結果を示す。また，表－５．４及び表－５．５に工学

的な地盤特性の観点から整理した各地層の特徴を示す。 

  工学的な観点から地盤特性を概観すると，今回の建設予定地の地盤は，水平方向の地盤物性のばらつき

は比較的小さく，比較的均質な地盤であると判断できる。設計の観点から，深度方向の地層区分を大きく分類

すると，表－５．４に示す①～⑤の 5層に分類することができる。以下，各層の特徴について述べる。 

 

【①層】 

 海底面～A.P.-35m 程度に分布する地層であり，軟弱な粘性土主体の地盤である。含水比は 100％以上程

度，塑性指数は 60％以上程度，間隙比は 3以上程度である。 

【②層】 

 A.P.-35m～-60m 程度に分布する地層であり，粘性土主体であるが，②層の下半分に一部砂質土が挟在す

る。上部の粘土層については，①層に比較すると粗粒で低塑性であり，含水比は25～60％程度，塑性指数は

10～40％程度，間隙比は 1.3 程度である。 

【③層】 

 A.P.-50m～-75m程度に分布する地層であり，砂礫・粘性土・砂質土の互層地盤である。N値50以上の箇所

もあり，小規模構造物の支持層となりうる層である。 

【④層】 

 A.P.-70m～-95m 程度に分布する地層であり，一部小さな N 値を有する粘土が挟在しているが，N 値 50 以

上の連続した層が存在し，中規模～大規模構造物の支持層となりうる層である。 

【⑤層】 

 A.P.-80m 程度以深に分布する地層であり，N 値 50 以上の連続した層が存在し，大規模構造物の支持層と

なりうる層である。せん断波速度は，概ね400m/s 以上である。 

 

（２）圧密特性 

 図－５．５に標準圧密試験で得られた圧密降伏応力(pｃ)と現在の有効土被応力V Q́R(＝6J h́)の関係，及び過

圧密比（OCR）と現在の有効土被応力の関係を示す。図より，圧密降伏応力は有効上載圧の増加に伴い大き

くなること，OCRは全層にわたり概ね1.3以上であり，①層は比較的ばらつきが小さく，②層以深はばらつきが

大きい傾向にあることがわかる。図に示すとおり，OCR一定として，①層のOCR=1.3，②③層のOCR=2.5 と設

定した。 

 図－５．６に圧縮指数と深度の関係を示す。①層の圧縮指数は 1.0～2.0 程度であり，正規圧密時の圧縮性

が非常に大きいことが分かる。②層以深の圧縮指数は，一部の層を除き，概ね 0.2～1.0 程度であり，圧縮性

は地盤が深くなるにつれて若干大きくなる傾向にある。 

 図－５．５に①層及び②層の体積圧縮係数 mv と平均圧密応力の関係，及び圧密係数 cvの関係を示す。沈

下量に関係する体積圧縮係数については，正規圧密領域では大きなばらつきはない。圧密速度に関係する



圧密係数は，①層については概ね 50～400cm2/day 程度である，②層の圧密係数は，大きくばらつき，概ね

100～2000cm2/day 程度である。 

 図－５．７に長期圧密試験結果による二次圧縮指数 Cαの深度分布を示す。試験結果データが少ないことな

どから，設計用の二次圧縮指数は，試験データのやや安全側として下式を設定した。 

   Cα＝0.04Cｃ  

 

（３）せん断強度特性 

 図－５．６に，一軸圧縮試験から得られたせん断強度（qu/2），三軸UU試験から得られたせん断強度（cuu）及

び簡易CU試験から得られたせん断強度（csu）と深度の関係を示す。同図中に，強度増加率（m=( quu/2)/pｃ）と

深度の関係も示す。 

 強度増加率については，①層の強度増加特性が埋立護岸の施工中の安定性に大きな影響を及ぼすことか

ら，下限値に近い 0.3 を設定した。②③層については，平均値 0.2 と設定した。 

 設計用の粘着力は，圧密降伏応力 pｃ＝OCR×V Q́R(pｃ＝OCR×6J h́)と強度増加率 m 用いて，粘着力を c＝

m×pｃとして設定した。なお，図に示すとおり，設計用の粘着力は，①層～②層上部に関しては一軸圧縮試験

結果，②層下部～③層に関しては簡易CU試験結果に適合するよう配慮した。 

 

 以上，D滑走路建設予定地周辺の地形・地質特性及び工学的な地盤特性について述べたが，これらの情報

は入札公告時に提示した土質調査参考資料において提示している。土質調査参考資料においては，広域地

盤の各地点における基本設計を可能とするように離散的なボーリングデータの結果等から①層～④層の地

盤物性値について３次元補間を行ったものを提示している。これらの手法については，他の文献 5)を参照され

たい。 

 

 



６．地震条件と耐震性能の基本的な考え方 

６．１ はじめに 

 D 滑走路は，水深 20m 程度，工学的基盤面までの深さが 60m 程度にもおよぶ海底地盤上に，埋立護岸や

桟橋など，形式の異なる構造物が複合されて構築される。既往の空港施設に比較すると，今回整備する構造

物は，著しく大規模で複雑な構造物である。 

 「空港土木施設の耐震設計指針(案)」（平成 12 年 運輸省航空局，以下「空港耐震指針」と略記）では，工学

的基盤におけるレベル１地震動およびレベル２地震動について標準的な波形（既往の強震観測波形）を用い

た入力地震動の経験的方法を規定している。さらに，空港耐震指針では，当該施設のように，過去に類例が

少ない大規模で複雑，かつ，重要度のきわめて高い構造物に対しては，可能な限り実態に即した地震動の設

定も可能である。このため，本事業の地震条件は，経験的方法による地震動の設定に加えて，空港耐震指針

に示す半経験的方法として，当該地点で観測された記録を基に，考えられる最大の地震である関東地震

（1923，M7.9）を再現するシナリオ地震動をレベル２地震動として設定することとした。本章では，シナリオ地震

も含め地震条件の設定方法，設定結果及び耐震性能の基本的考え方について述べる。 

６．２ 入力地震動の設定方法 

（１）経験的な方法 

 空港耐震指針ではレベル１地震動およびレベル２地震動を表－６．１のように規定している。また，動的解析

に用いる設計入力地震動については，標準波形（八戸波，大船渡波，ポ-トアイランド波）の最大加速度振幅

を調整して入力する経験的方法を示している。最大加速度振幅は，以下に示す距離減衰式を用いて設定して

もよいとされている。なお，下記に示す距離減衰式は，地震計がSMAC型強震計とERS型強震計の2種類の

特性を区別するため，ASMAC，ACORを使い分けている。 

 

log10ACOR＝0.55M-log10(X+0.0050・10
0.55M)-0.00122X+0.502  

log10ASMAC＝0.53M-log10(X+0.0062・10
0.53M)-0.00169X+0.524 

 ACOR：補正波最大基盤加速度(Gal) 

 ASMAC：SMAC型強震計の最大基盤加速度(Gal) 

 M ：マグニチュ－ド， X ：断層面距離(m) 

 

表－６．１ 空港耐震指針における入力地震動 
地震動レベル 地震動レベルの説明 

レベル１地震動 
空港土木施設全体の設計供用期間中に１～２度発生する確率を有する地震動で，再現期間は概

ね 75年とする。 

レベル２地震動 

空港土木施設全体の設計供用期間中に発生する確率は低いが，大きな強度を有する地震動で，

プレート内あるいは陸地近傍のプレート境界で発生する，いわゆる再現期間が数１００年以上の地

震動。なお，地域防災計画で定められた想定地震がある場合にはこれを参考として設定する。 

 

 レベル１地震動は既往地震デ-タより最大加速度に関する期待値分析を行い，75 年期待値を設定する。図

－６．１は全国の 75 年期待値分析結果を 50Gal 単位で領域区分したものである。レベル２地震動は，地域防

災計画等の想定地震断層モデルから最大加速度を求める。また，想定地震の断層面距離Xとマグニチュ－ド

M とを図－６．２の要領で判定図にプロットし，ＡかＢを判定する。Ａであれば直下型として扱い，波形はポ-トア



イランド波，B であれば八戸波，大船渡波を用い

る。 

（２）半経験的方法 

 シナリオ地震動の設定は空港耐震指針に示さ

れる半経験的方法のうち，経験的グリ－ン関数法

を用いた。これは，既設空港島において実施され

ている強震観測網で，想定震源域近傍の小地震

記録が観測されていたためである。経験的グリ－

ン関数法は，小地震による波形をグリーン関数

（震源における微小領域の破

壊による伝播経路特性と地点

増幅特性の応答）とみなし，そ

の波形を断層破壊過程に従

って重ね合わせることにより

大地震による地震動を合成す

る方法である。（図－６．３，６

－４参照） 

 

 

     

 

 

 

 
L ：断層長(km) 

W ：断層幅(km) 

N ：分割数，C ：重合せ係数 

Vs ：せん断波速度(km/s) 

Vr ：破壊伝播速度(km/s)  

図－６．３ 震源特性，伝播経路特性，サイト特性           図－６．４ 経験的グリ－ン関数法 

 

５．３ 設定結果 

（１）経験的な方法 

 レベル1地震動は，図－５．１に示されるASMAC＝350（Gal），補正波に換算して得られるACOR＝439（Gal）の条

件で，八戸波，大船渡波を用いるものとした。 

 レベル２地震動は，表－５．２に示す当該地で想定される地震の距離減衰式から求めた ACOR，ASMAC より，

1923 年の関東地震(M7.9)の再来が最も影響が大きいと判断されたため，ASMAC＝390（Gal），ACOR＝486（Gal）

とした。地震波形については，マグニチュ－ド M と断層面距離Xから図－５．２により直下型ではないと判定さ

 

図－６．１ レベル１地震動（ASMACの地域区分） 

 

図－６．２ レベル２地震動の直下型判定 



れたため，八戸波，大船渡波を用いるものとした。なお，ASMAC による入力地震動は，埋立地盤の液状化判定

の際にのみ適用する。 

表－５．２ 距離減衰式による最大加速度 

番号 地震名または想定断層 発生年月日 マグニチュード
実効距離
（km）

αSMAC

（Gal）
αCOR

（Gal）
備考

1 関東地震 1923年　9月　1日 7.9 24.5 390 486

2 神奈川県境直下の地震 - 7.2 21.0 327 410 東京都地域防災計画

3 区部直下の地震 - 7.2 22.0 321 403 東京都地域防災計画

4 埼玉県境直下の地震 - 7.2 30.6 273 349 東京都地域防災計画

5 東京湾北部 1894年　6月  20日 7.0 25.4 271 344

6 関東地震（余震） 1923年　9月　1日 7.0 25.4 271 344

7 立川断層 - 7.1 32.3 250 322

8 多摩直下の地震 - 7.2 39.4 235 305 東京都地域防災計画
 

 

（２）既設空港島におけるサイト特性 

 既設空港（Ｃ滑走路）におけるサイト特性の特徴につい

て述べる。図－５．５に，C 滑走路の強震観測記録（全 31

観測規則）から算定したサイト特性（黒太線）とその他港湾

地域強震観測や K-NET など関東地方の計 122 地点のサ

イト特性（細線）を示す６）。この図より，羽田空港周辺では，

周波数 0.3～1.0Hz（周期 1～3 秒程度）の比較的周期が長

い周期帯においてサイト特性（増幅）が大きいことがわか

る。この周波数帯におけるサイト特性は，関東地方の他の

どの観測地点に比較しても大きいことから，羽田空港周辺

のサイト特性の特徴であると言える。 

（３）経験的グリ－ン関数法によるシナリオ地震動の設定 

 要素地震については，長周期成分を優勢に含み，羽田

地点の固有周期(1～3秒)や対象構造物の固有周期（1～4

秒）が卓越する地震であること，また，断

層タイプが関東地震 (逆断層型) と調和

する地震の記録であることに配慮し，

1996 年に山梨県東部で発生した地震

(M5.3)を要素地震として選定した。さらに，

1 次元地震応答解析で平均的な応答を

示すボ-リング位置（No.1）の観測記録を

断層面上で与える要素地震波形として

適用した（図－６．６）。断層面上のすべり

量分布はWald and Somerville (1995)によ

る 1923 年関東地震モデル(M7.9)に基づき

 

 

図－６．５ サイト特性６） 

（黒線：羽田空港、細線：その他） 

 

図－６．６ 要素地震に適用した観測記録 

 

図－６．７ Wald and Somerville (1995)によるすべり量分布 



設定した（図－６．７，図－６．８）。なお，断層パラメ－

タについては，別途詳細に報告する。 

 図－６．９に経験的グリーン関数法により設定された

レベル２地震動（シナリオ地震）の時刻歴加速度波形

を示す。最大加速度は，EW 成分：487Gal，NS 成分：

463Gal，UD 成分：322Gal であり，最大加速度という観

点で兵庫県南部地震の観測結果と比較すると，大き

な加速度レベルではないが，継続時間が非常に長い

（約 100 秒程度）ことに特徴がある。 

 図－６．１０にレベル２地震動として，最大加速度振

幅を調整した八戸波，大船渡波および滑走路方向に合成したシナリオ波形を示す。振幅についてはどの波形

も同程度であるが，八戸波において主要動後に長周期成分がのっており，大船渡波の高周波成分が多い波

形と異なる特徴を有している。また，シナリオ地震においては 40 秒以降に長周期成分が卓越する特徴を有し

ている。継続時間においては，八戸波や大船渡波と比較して，シナリオ地震波の継続時間が際だって長いこ

とがわかる。 

 図－６．１１にフーリエスペクトル，図－６．１２に加速度応答スペクトルを示す。図－６．１２において、周期

0.2 秒以下の短周期側では，大船渡波による応答加速度が他地震に比較して大きくなるが，それ以降の長周

期側においては，シナリオ波については全般的に八戸波に比べて大きなスペクトル特性を有しており，とりわ

け1秒以上の長周期領域での加速度応答スペクトル特性において顕著である。また，シナリオ波については，

周期１．５秒程度においてピークを有しているが，前述した羽田のサイト特性と整合的な結果となっている。 
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図－６．９ 合成された時刻歴加速度波形 

 
図－６．８ 断層モデル図 

（★要素地震、★破壊開始点） 
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図－６．１０ 入力地震動波形（レベル２地震動） 
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図－６．１１ 加速度フ－リエスペクトル(L2) 
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図－６.１２ 加速度応答スペクトル(h=0.05，L2) 

 

６．４ 地震条件と耐震性能の基本的な考え方 

（１）地震条件 

 表－６．３に地震条件の一覧を示す。地

震条件の特徴を以下に述べる。なお，旧型

の SMAC 型強震計の計器特性を考慮して

設定した入力加速度波形（ASMAC に相当）に

ついては，埋立地盤の液状化判定の際に

使用するのみであるため，表中には動的

解析の入力波形として使用する補正基盤加速度波形（ACORに相当）のみを記載している。 

  表－６．３中に示すとおり，レベル１地震動については，他の基準類と比較すると，最大加速度（439Gal）は

やや大きめの設定になっている。なお，八戸波及び大船渡波については，現空港施設の耐震設計において適

用される地震条件（レベル１，レベル２）と同一である。 

表－６．３ 入力地震動の条件一覧 

地震動 提示条件 

レベル１
地震動 

①大船渡波 ： 補正最大基盤加速度 439gal 
②八戸波   ：  補正最大基盤加速度 439gal 

③大船渡波 ： 補正最大基盤加速度 486gal 
④八戸波   ：  補正最大基盤加速度 486gal 

レベル２

地震動 
⑤シナリオ地震（想定南関東地震） 

 ・羽田 7.9EW （最大基盤加速度 487 gal）（EW成分） 
 ・羽田 7.9NS （最大基盤加速度 463 gal）（NS成分） 

 



  レベル２地震動については，最大加速度で比較すると，八戸波・大船渡波のレベル１及びレベル２地震動

の最大加速度より若干大きい加速度になっているが，シナリオ地震は前述したとおり継続時間が非常に長く

（120 秒程度），長周期成分が卓越する非常にエネルギーの大きい地震動である。このため，レベル２地震動

として，八戸波・大船渡波・シナリオ地震の３種類の地震波形を提示しているが，動的解析による地震時変形

照査はシナリオ地震が最も厳しい入力条件であると考えられる。 

（２）耐震性能の基本的な考え方 

 最後に，要求水準書における耐震性能の

基本的な考え方を表－６，４に示す。レベ

ル１地震動については，軽微な被害程度と

し，地震後速やかに空港再開を可能とする

ための構造安定性を要求している。レベル２地震動については，一定の被害は許容するが，例えば落橋等の

構造物の崩壊を発生させないことを要求しており，復旧が可能なレベルの被害を想定している。 

 

７．おわりに 

羽田空港再拡張事業は，国民の期待が非常に高い事業であることから，本事業を一日も早く完成させ，我

が国の経済や国際競争力の向上に寄与できるよう，関係者とともに最大限努力していきたいと考えている。 

なお，本報告で紹介した要求水準書の作成及び設計条件の設定等に係る技術的検討事項については，国

土技術政策総合研究所及び港湾空港技術研究所の多大な支援・協力を頂いた。末筆ではあるが，ここに深

謝の意を表する。 
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表－６．４ 地震動レベルと耐震性能の基本的考え方 

地震動 要求内容 
レベル１
地震動 

構造物としては軽微な被害程度とし、強度、安定
性を確保すること。 

レベル２
地震動 

構造物としては著しい被害を受けるが崩壊しない
こと。 

 



表－５．２ 東京港の地層との対比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－５．３ 各地層の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－５．４ 工学的地層区分（小区分） 

 

大区分 小区分 土質 特徴 

①－H 覆土部 

粘 性 土

主体で、

一 部 砂

質 土 を

挟在。 

＊粘性土を主体とし砂を挟む覆土。最上部層。 

①１～①２ 
Ac1 

（AP－20～30m） 

＊高含水比高塑性指数・間隙比が大きい(wn＞
100,Ip＞60,e＞3)。  
＊圧密特性により5m間隔で区分。 

＊単位体積重量はγt＝13.5kN/m
３程度。 

① 

①３ 
Ac1 

（AP－30m～） 

粘 性 土

主体。 

＊単位体積重量はγt＝15.0kN/m
３程度。 

②１～②４ Ac2～Dc1層 

＊①層と比べると粗粒で低塑性な粘性土。 

＊圧密特性により5m間隔で区分。 

＊単位体積重量はγt＝18.0kN/m
３程度と粘性土

としては大。 ② 

②-S 
Ac2～Dc1層一部の砂

質土部 

粘 性 土

主体で、

② 層 の

下 半 分

に 一 部

砂 質 土

挟在。 

＊②層の下半分に位置する砂質土で、厚さは薄

く互層状態。 

③１～③３ 

③２低Cc 
互層の粘性土部 

＊単位体積重量はγt＝18.0kN/m
3 程度と粘性

土としては大。 

＊③１は高Ccの層の上、③３は高Ccの下に位

置。 

＊低Cc箇所は高Ccと同じ深度。 

③-S 互層の砂質土部 ＊N値50以上が比較的連続する砂質土。 

③２高Cc 粘性土の高含水比部 

＊単位体積重量はγt＝14.5kN/m
3 程度と粘性

土としては小。 

＊珪藻を多量に含み高塑性・一部高含水比で間

隙比が大。 

＊AP-70m付近に出現。 

 

③ 

③-G 互層の砂礫部 

粘 性 土

と 砂 質

土，砂礫

の互層。 

＊③層中に挟まれる段丘礫層（btg層）。 

＊礫径が100mm超。 

④-C 

工学基盤と見なせる 

可能性がある層 

（粘性土部） 

＊粘性土の塑性指数は、比較的低いがIp＝10～
40と幅を持つ。 

 

④-S 

工学基盤と見なせる 

可能性がある層 

（砂質土部） 

＊砂質土を主体とする層。 

＊N値は50以上あるが一部N値が低下。 

④ 

④-G 

工学基盤と見なせる 

可能性がある層 

(砂礫部） 

砂 質 土

と 砂 礫

が 主 体

で、一部

粘 性 土

挟在。 

＊礫径 80mm程度。 

＊N値は 50以上。 

⑤ ⑤ 工学基盤層 

砂 質 土

主体。 

＊おおむね砂質土で構成，粘性土の層厚は、薄

い。 

＊N値が50以上の連続した層。 



 

 

 

                                                                                        

 

 

 

 

 

 

 

図－５．２ 理学情報と工学情報による D滑走路島の地層断面図（山側Ⅱ測線） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５．２ 理学情報と工学情報による D滑走路島の地層断面図（山側Ⅱ測線） 

Ｙｕｃ：有楽町上部粘性土層 Ｙｌｃ：有楽町下部粘性土層 Ｙｓ１：有楽町上部砂質土層 Ｙｓ２：有楽町下部砂質土層 

Ｎａｃ(1～2)：七号地層粘性土層１～2 Ｎａｃ(1～2)：七号地層砂質土層１～2 ｂｔｇ：埋没段丘礫層 

Ｔｏｃ1：東京層上部粘性土層 Ｔｏｃ2：東京層下部粘性土層 Ｔｏｇ１：東京層上部層基底礫層 Ｔｏｇ2：東京礫層 

Ｅｄｃ1：江戸川層粘性土層 Ｅｄｓ1：江戸川層砂質土層 

①～⑤：工学境界による区分層名（緑線：工学境界） 

 （赤字の地層名は理学情報の検討により対比された大磯丘陵の地層名） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５．３ 理学情報と工学情報による既設空港島～連絡誘導路の地層断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５．３ 理学情報と工学情報による既設空港島～連絡誘導路部の地層断面図 

 

Ｙｕｃ：有楽町上部粘性土層 Ｙｌｃ：有楽町下部粘性土層 Ｙｓ１：有楽町上部砂質土層 Ｙｓ２：有楽町下部砂質土層 

Ｎａｃ(1～2)：七号地層粘性土層１～2 Ｎａｃ(1～2)：七号地層砂質土層１～2 ｂｔｇ：埋没段丘礫層 

Ｔｏｃ1：東京層上部粘性土層 Ｔｏｃ2：東京層下部粘性土層 Ｔｏｇ１：東京層上部層基底礫層 Ｔｏｇ2：東京礫層 

Ｅｄｃ1：江戸川層粘性土層 Ｅｄｓ1：江戸川層砂質土層 

①～⑤：工学境界による区分層名（緑線：工学境界） 

 （赤字の地層名は理学情報の検討により対比された大磯丘陵の地層名） 
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図－５．４ N 値，せん断波速度，物理特性の標高分布と工学区分層の特徴 

工学区分名 工学区分層の特徴 

第①層 粘 性 土 地 盤 、強度増加率が一定で，高含水比を有する。シンウォールサンプリングは可能である。 

第②層 互層地盤、物性が大きくばらついている。砂質土は比較的大きな N 値の箇所も存在する。 

第③層 小規模構造物の支持層となりうる層、互層地盤、N値 50 程度が認められ，下に厚さ数 mの粘性土がある。 

第④層 中規模～大規模構造物の支持層となりうる層、N値 50 以上の連続した層で，一部粘性土が挟在している。 

第⑤層 大規模構造物の支持層となりうる層、N 値 50 以上の連続した層である。 
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図－５．５ 圧密降伏応力 Pc及び過圧密比OCR と有効土被応力∑γ’ｈの関係、①②層の体積圧縮係数mv，圧密係数 cv 
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図－５．６ せん断強度（Cuu：三軸ＵＵ試験、Csu,：簡易CU試験，qu/2：一軸圧縮試験）及び圧縮指数 Ccの深度分布 
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図－５．７ ２次圧縮指数Cαの深度分布 

 

 

C cより求めたCα Cαe＝0.04C c
各試験で
求められ
ているCc
の平均

Cαe

①－H 0.50 0.020
①1（0～5m） 1.35 0.054
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①3（10m～） 1.30 0.052
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